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1――岸田氏もスタートアップ支援の強化を掲げる 

 ９月 29 日投開票の自由民主党総裁選で勝利した岸田文雄氏が、10 月４日召集の臨時国会で第 100

代の首相に指名される見込みだ。総裁選では、「成長なくして分配なし」とする一方で、「分配なくし

て次の成長なし」とも主張し、成長と分配の好循環による新たな日本型資本主義の実現、これまでの

新自由主義的な政策からの転換を掲げた。「令和版所得倍増のための分配施策」として、子育て世帯の

住居費や教育費の支援や看護師、介護士等の収入増などを打ち出している。 

 一方の成長戦略としては、「科学技術立国」や「デジタル田園都市構想」の実現などに加えて、「ス

タートアップへの徹底支援」が掲げられた（図

表１）。オープンイノベーションへの税制優遇

や政府調達を通じた支援などを具体策として

提示している。スタートアップ支援という点

では、岸田新政権のもとでも、成長戦略として

支援を強化してきた安倍政権、菅政権の流れ

を受け継ぎ、一層強化することを視野に入れ

ていると見られる。 

 より具体的な政策の中身はこれからだが、

科学技術立国の実現に向けて、10 兆円規模の

大学ファンドの創設や研究開発などを行う企

業を支援する大胆な税制などを掲げ、科学技

術とイノベーションへの投資を抜本的に拡大

させることへの意欲を見せていることから、

創薬やバイオテクノロジー、再生可能エネル

ギーなどのクリーンテクノロジーなどを手掛

ける研究開発型スタートアップ、大学発スタ

ートアップの支援が拡充されることにも期待
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（図表１）岸田氏の掲げた成長戦略（主なもの） 

成長戦略「岸田４本柱」

■科学技術立国
　・10兆円規模の大学ファンドを年度内に設立
　・投資・研究開発・人材育成など未来への投資を積極的に
　　応援する大胆な税制を実現
　・再生可能エネルギーの一本足打法ではない、原発再稼働など
　　を含む「クリーン・エネルギー戦略」の策定
■経済安全保障
　・我が国の戦略的「自律性」と「不可欠性」を
　　確保するため「 経済安全保障推進法」（仮称）を策定
　・DFFT（自由で信頼あるデータ流通）を推進
　　経済安全保障・DFFT を担当する専任大臣設置
■デジタル田園都市国家構想
　・5G の早期展開など、地方におけるデジタル・インフラの整備
　・テレワーク、自動運転など、デジタルの社会実装により、
　　二地域生活を振興
　・全ての方がデジタル化のメリットを享受できよう、
　　デジタル推進委員を全国に展開
■人生100年時代の不安解消
　・働き方と関係なく、充実したセーフティーネットを
　　受けられるよう、働く方は誰でも加入できる
　「勤労者皆社会保険」を実現

その他の政策

■産業分野毎の企業群の再編・集約・構築
■オープンイノベーションへの税制優遇、政府調達を通じた
  支援など、スタートアップへの徹底支援
■中小企業の事業再構築・生産性向上への支援
■企業による人的投資推進への支援
■規制改革推進会議を改組し、「デジタル臨時行政調査
　会」（仮称）を設置

（資料）岸田文雄氏の総裁選政策集よりニッセイ基礎研究所作成



2｜               ｜研究員の眼 2021-10-01｜Copyright ©2021 NLI Research Institute All rights reserved 

（お願い）本誌記載のデータは各種の情報源から入手・加工したものであり、その正確性と安全性を保証するものではありません。また、本誌は情報提

供が目的であり、記載の意見や予測は、いかなる契約の締結や解約を勧誘するものではありません。 

がかかる。また、デジタル田園都市構想の実現に向けて、デジタルインフラの拡充やデジタル技術の

社会実装が推し進められ、より世の中のデジタル化の機運を高めることができれば、シニア層や中小・

零細企業へのデジタルサービスなどを手掛けるスタートアップやフリーランスのビジネスチャンスが

広がることも考えられる。 

 

2――求められる長期で続けるブレない姿勢 

 岸田新政権の支援に期待がかかるところだが、スタートアップの創出や育成、そしてスタートアッ

プ・エコシステムの構築に向けた取り組みは、短期で成果が出るものではない。例えば、研究開発型

のスタートアップのビジネスが立ち上がるまでには長い期間と多くの資金が必要になる。研究開発や

資金調達に頓挫し、事業が立ち行かなくなるケースも多い。科学技術立国にふさわしい、研究開発型

のスタートアップが次々と生まれ、成長するようなスタートアップ・エコシステムを作り上げようと

するのであれば、長期的な視点で支援を継続する必要がある。まだ新型コロナウイルスが完全に終息

したわけではなく、まだまだ霧が晴れない状況が続くからこそ、長期で支援を続けるブレない姿勢が

求められる。 

 一方、コロナ禍においても、日本のスタートアップをめぐる環境が着実に前進していることは、岸

田新政権にとっても追い風となる。一時は急落した株価は、足もと不安定さを見せているものの依然

として高値圏にあり、新規上場数も堅調に推移している。スタートアップの資金調達金額は底堅く推

移しており、大型の資金調達も見られる。ここ数年でスタートアップとの連携や資本提携を増やして

きた大企業の姿勢も大きくは変わっていないように見える。 

 さらに、海外の投資家が日本のスタートアップに投資する事例も増えてきた。例えば、バイオ素材

の開発を手掛ける Spiber（山形県鶴岡市）は、この９月に米国のカーライルやフィデリティ、英国の

ベイリー・ギフォード等から大型の資金調達を行うことを発表した。また、海外の有力企業に買収さ

れるスタートアップも現れた。米決済大手ペイパル・ホールディングスは、後払いサービスを手掛け

る Paidy（東京都港区）を 3,000 億円で買収することを

発表した。長らく、内外の有力企業が買収したいと思う

ようなスタートアップが少ない、EXITが IPOに偏重して

いるなどと言われてきたが、米国の大手ＩＴ企業から

3,000 億円もの評価額で買収される企業が出てきたこと

は、非常に画期的なことである。 

 そして、米調査会社のスタートアップ・ゲノムがこの

９月に発表したスタートアップ・エコシステムランキン

グでは、東京が９位にランクインした（図表２）。昨年の

１５位から順位を上げており、海外における日本の認知

度、注目度が高まっていることの表れと言えよう。 

 スタートアップが育たないと言われてきた日本の環境

は、ここ数年で大きく改善してきた。岸田新政権の成長戦略、支援策によって、日本のスタートアッ

プ・エコシステムは更に飛躍を遂げることができるのか、今後の展開に期待したい。 

1 シリコンバレー（米国）

ロンドン（英国）

ニューヨーク（米国）

4 北京（中国）

5 ボストン（米国）

6 ロサンゼルス（米国）

7 テルアビブ（イスラエル）

8 上海（中国）

9 東京

10 シアトル（米国）

（資料）Startup Genome 「The Global Startup Ecosystem 

　　　　Report 2021」よりニッセイ基礎研究所作成

順位 都市名
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（図表２）スタートアップ・エコシステム 

     ランキング（2021 年） 


